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１．日本年金機構について

◆名称 日本年金機構（にっぽんねんきんきこう）
（Japan Pension Service）

◆本部所在地 東京都杉並区高井戸西３－５－２４
（旧 社会保険業務センター所在地）

◆組織 非公務員型の公法人（特殊法人）

本部・地方ブロック本部（９か所）・年金事務所（３１２か所）

◆設立年月日 平成２２年１月１日 *同時に社会保険庁を廃止

◆理事長 紀陸 孝（きりく たかし）

◆職員数 約22,000人（正規・准職員 約12,000人、その他有期雇用職員（年金記録問題対応含む）約10,000人）

◆業務内容 国（厚生労働大臣）から委任・委託を受け、公的年金に係る一

連の運営業務（適用・徴収・記録管理・相談・裁定・給付など）
を担う。

日本年金機構のｼﾝﾎﾞﾙﾏｰｸ
（平成21年6月25日決定）

日本国民の公的年金を運営する組織
であることを、「日の丸」の上に「年」の
一文字をシンボライズすることで表現。



２．日本年金機構の位置づけ

裁定
年金の給付

原簿への記録
ねんきん定期便の

通知
納入の告知・督促

など

資格の得喪の確認
滞納処分
届出・申請の受付

厚生年金の標準報酬
額の決定

国民年金手帳の作成・
交付

など 国（厚生労働省）
財政責任・管理運営責任を担う

権限の委任 事務の委託

日本年金機構
業務運営を担う

機構名で機構
が行う

国（厚生労働大臣）
名で機構が行う

○ 国（厚生労働省）が財政責任・管理運営責任を負いつつ、一連の業務運営は日本年金機構に委任・
委託されます。

○ 国（厚生労働大臣）の権限を委任された業務（資格の得喪の確認、届出・申請の受付など）につい
ては、日本年金機構の名で機構が実施し、国（厚生労働大臣）から事務の委託を受けた業務（裁定、
給付など）については、国（厚生労働大臣）の名で機構が実施することとなります。

被保険者・受給者・事業主
のみなさま

申請
届出等

監督

＊ 保険料の徴収は、国の歳入徴
収官の名で機構が実施。



日本年金機構では、機構法の基本理念に基づき、

①お客様の立場に立った親切・迅速・正確で効率的なサービスを提供します。

②お客様のご意見を業務運営に反映していくとともに、業務の成果などについて、分かりやす

い情報公開の取組を進めます。

③１，０００人規模の民間会社経験者を採用するとともに、能力・実績本位の新たな人事方針

を確立し、組織風土を変えます。

④コンプライアンスの徹底、リスク管理の仕組みの構築など組織ガバナンスを確立します。

３．日本年金機構設立の目的と理念・運営方針・人事方針

日本年金機構は、公的年金業務の適正な運営と国民の信頼の確保を図るため、社会保
険庁を廃止し、公的年金業務の運営を行う組織として設立された民間法人です。



４．日本年金機構の組織

年金事務所は、事業所の調査、強制徴収、年金相談などの地域
に密着した対人業務に集中

ブロック本部は現場管理・支援機
能等に重点化し、機能性を重視し
たスリムな組織体制とする

本部の管理部門・企画部門を拡充
し、ガバナンス機能の強化を図り、
内部統制のとれた組織体制を構築

事務セﾝﾀｰ（47）

※事務センターは刷新システム稼
働後にブロック単位に広域集約
予定

※

ブロック本部（9）

本 部

年金事務所（312）

対面を要しない届書処理業務
等の事務センターへの集約化
を徹底



５．本部・ブロック本部・年金事務所の役割分担

ブ
ロ
ッ
ク
本
部

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・リスク管理
人事管理（一般職群）
現地的な調達・契約

現場業務の指導・支援
外部委託の現地的管理
地域の関係機関との連携
強化・ｻｰﾋﾞｽ推進

事務ｾﾝﾀｰ
（集約業務）

年
金
事
務
所

事務所としての目標設定
目標達成への取組
ﾏﾆｭｱﾙに基づく業務執行

お客様の声の把握
ｻｰﾋﾞｽ改善の取組
本部への業務改善提案

※事業所の調査・職権適
用、強制徴収、年金相
談などの地域に密着した
対人業務に集中

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ﾘｽｸ管理

◆対面を要しない審査業務等
の集約化を徹底

事務ｾﾝﾀｰへの機能集約

ｼｽﾃﾑ開発・管理・
運用
全国一括業務
ｺｰﾙｾﾝﾀｰ

本

部

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・リスク管理
人事管理（本部・地方管理職）
予算執行管理、調達・契約

目標設定、実績評価
ｻｰﾋﾞｽ推進、業務改善
業務の標準化
外部委託の横断的管理・評価

組織管理機能 事業実施機能業務管理機能 監査機能

業務監査
会計監査
ｼｽﾃﾑ監査

◆所内の一般職群の人員配置
◆現地性または緊急性を伴う少額調達案件の執行
◆ﾘｽｸ情報やお客様の声は本部へ直接伝達

事務所への機能（権限）委譲

◆業務企画 ◆調達・支払業務 ◆給与・旅費業務 ◆内部監査

本部への機能集約（ﾌﾞﾛｯｸ本部のｽﾘﾑ化）

○本部の管理部門・企画
部門を拡充しガバナン
スを強化

○本部は現場の声を吸収
した上で、現場に対し的
確な指示

○ブロック本部は、本部の
指示を年金事務所に徹
底させるとともに、事務
所業務を後方支援



（１）年金事務所の内部組織

【標準的な年金事務所の組織】

所 長 副 所 長 厚生年金適用調査課

◆所内の庶務（小額調達案件の調達契約事務含む）
◆本部・ブロック本部との連絡調整
◆事業所指導、事業所調査
◆未適用事業所の職権適用

◆厚生年金保険料の納付督励
◆滞納保険料に対する滞納処分

◆所得に応じた収納対策
◆未納保険料の強制徴収
◆市町村との連携

◆年金記録問題対応の事実調査確認等

◆来訪相談 ◆出張相談 ◆電話相談

○機構設立に合わせ、年金事務所の課室名は基本的に全国統一を図ります。
◆厚生年金関係の人員数により、厚生年金適用調査課、厚生年金徴収課を

・厚生年金適用課、厚生年金調査課、厚生年金徴収第１課、厚生年金徴収第２課へ分課：５事務所

・厚生年金適用徴収課へ統合（課長は、副所長が併任）：３８事務所

◆国民年金関係の人員数により、国民年金課を、国民年金第１課、国民年金第２課へ分課：１２事務所

（参考：年金事務所規模別分布数）

規 模 小 規 模 中 規 模 大 規 模

職 員 数 １０人未満 １０人～１９人 ２０人～２９人 ３０人～３９人 ４０人～４９人 ５０人以上

年金事務所数 ２ １０２ １２８ ６４ １０ ６

○県庁所在地の一の事務所に副所長を２名配置し、ブロック本部併任として、ブロック本部の指揮の下、以下の業務を担当
・年金委員の活動支援、研修・会議への参加案内、その他連絡調整等（県域での連携、連絡調整等が必要なもの）
・労働保険との共同事務に関する県労働局との調整事務
・社会保険労務士会、その他県単位に組織されている関係・協力機関との連絡調整
・県単位で行う必要のある業務に関する伝達等に係る所長会議、担当課長会議等の事務局
・その他、年金教育、年金広報等に係る県庁、教育委員会等関係機関との具体的な調整事務

厚 生 年 金 徴 収 課

国 民 年 金 課

年 金 記 録 課

お 客 様 相 談 室

６．日本年金機構の組織の骨格及び人員構成



※ブロック本部に駐在

本部監査部監査スタッフ

（２）ブロック本部（標準的なブロック本部）の内部組織

ブロック本部合計

80人程度

事務センター平均

65人程度

理事長
ブロック

本部長
管 理 部

適用・徴収支援部

相談・給付支援部

・
・
・
・

◆ブロック内の組織・業務の総合的管理

◆年金記録問題の総合的進捗管理・調整

◆コンプライアンス・リスク対策の徹底

◆地域的会計事務

◆相談・給付業務の事務所指導・支援

◆年金教育の実施

◆地域の関係機関等との協力・連携

◆各業務の目標設定・進捗管理

◆適用・徴収の困難事案に対する事務所支援

◆業務マニュアルに基づく業務の指導・徹底

◆対面を要しない業務の効率的な実施

◆届書等の審査・入力・決定等の事務、

通知等の交付事務

◆委託業務の業務内容の現地的管理・監視

◆コンピュータ記録と紙台帳との記録の突合せ

事務センター

（都道府県単位）

副センター長

（注）各部及び事務センターの下に、業務機能に応じて複数のグループを設置

４７事務センター 合計：３０３０人程度

９ブロック 合計：７２０人程度



（東北ブロック本部、北関東・信越ブロック本部、中国ブロック本部、九州ブロック本部）

（北海道ブロック本部、四国ブロック本部）

相談・給付支援グループ

ブロック本部長

労務グループ

適用・徴収支援部 国民年金支援グループ

厚生年金適用支援グループ

（南関東ブロック本部、中部ブロック本部、近畿ブロック本部）

ブロック本部長 管 理 部 総合調整・経理グループ

人事・労務グループ

相談・給付支援部

ブロック本部長 管 理 部 総合調整・経理グループ

人事・労務グループ

業務支援部 相談・給付支援グループ

国民年金支援グループ

人事グループ

相談・給付支援グループ

総合調整グループ

相談・給付支援部

管 理 部

経理グループ

厚生年金徴収支援グループ

厚生年金支援グループ

厚生年金徴収支援グループ

厚生年金適用支援グループ

適用・徴収支援部 国民年金支援グループ

サービス推進・お客様相談グループ

サービス推進・お客様相談グループ

ブロック本部別組織構成



（３）事務センターの内部組織

○地方ブロック本部の一部署として４７都道府県に設置（スペースの関係上、都道府県内に複数個所設置する場合あり。）

○対面を要しない届書等の審査・入力・決裁業務等を集約することにより、年金事務所の機能を適用事業所等の調査や強
制徴収、年金相談などの対人業務に集中させ、効率的・効果的な業務運営が可能となる。

組織上の位置づけ

設置の目的

標準的な事務センターの組織：６５名程度

センター長 管理・厚生年金適用グループ ◆各種届書・申請書、請求書等に係る受付・審査・入力・決定
（年金事務所での即時処理が必要なものを除く）

◆各種通知書・告知書等の作成・送付（交付）
◆各種届書・申請書、請求書等の編綴・保管
◆特別障害給付金、老齢福祉年金に関する処理
◆死亡・特別・脱退一時金に関する処理
◆年金記録確認地方第三者委員会への進達（進達前審査含む）
◆委託業務の業務内容の現地的管理・監視
◆コンピュータ記録と紙台帳との記録の突合せ

※事務センター規模により、副センター長を配置する事務センターがある。
※事業規模により、各グループを複数に分割する事務センターがある。

国 民 年 金 グ ル ー プ

年 金 給 付 グ ル ー プ

記 録 審 査 グ ル ー プ



（４）機構本部の内部組織
※（ ）内はグループ

監査部（監査企画、本部監査、北海道監査、東北監査、北関東・信越監査、

南関東監査、中部監査、近畿監査、中国監査、四国監査、九州監査）

業務渉外部（債権調査、渉外）
理 事

(南関東ブロック本部長)

理 事
(近畿ブロック本部長)

監 事
（２）

監事室

障害年金業務部（障害年金１～２）

支払部（支払１～９、再裁定１～３）

理 事
（全国一括業務部門担当）

業務管理部（業務管理、業務調整）

記録管理部（記録管理、記録業務、記録提供）

システム開発部（年金給付ｼｽﾃﾑ開発1～３、記録管理ｼｽﾃﾑ開発1～３、業務支援ｼｽﾃﾑ開発）

システム運用部（ｼｽﾃﾑ設備運用、年金給付ｼｽﾃﾑ運用、記録管理ｼｽﾃﾑ運用）

年金給付部（給付企画、給付指導）

理 事
（システム部門担当）

システム統括部（IT・ｼｽﾃﾑ統括、ｼｽﾃﾑ刷新企画、ｼｽﾃﾑ刷新開発）

システム企画部（制度改正ｼｽﾃﾑ企画、業務改善ｼｽﾃﾑ企画、業務支援ｼｽﾃﾑ企画）

記録問題対策部（記録問題対策、記録整備事業）

理 事
（事業管理部門担当）

国民年金部（適用収納企画指導、強制徴収企画指導）

厚生年金保険部（適用企画指導、徴収企画指導）

品質管理部（品質管理、外部委託管理）

年金相談部（相談企画、相談指導、第１ｺｰﾙｾﾝﾀｰ、第２ｺｰﾙｾﾝﾀｰ、第３ｺｰﾙｾﾝﾀｰ）

理 事
（事業企画部門担当）

事業企画部（事業企画、事業統計、国際事業）

サービス推進部（サービス推進、業務改善、お客様相談）

調達部（調達管理、契約）

会計部（決算、出納）

労務管理部（労務管理、厚生、給与）

財務部（予算、管財）

非常勤理事
（４）

理 事
（人事・会計部門担当）

人事管理部（人事、人事評価、採用）

研修部（管理、人材育成）

リスク・コンプライアンス部（コンプライアンス、法務、リスク管理）

総務部（総務、情報管理）

理 事 長 副理事長 経営企画部（経営企画、総合調整）

広報室（広報）

理事長、副理事長、常勤理事（７）、監事（２） ２９部・室 ９１グループ 合計：１０８０人程度



７．本部、ブロック本部、年金事務所の所在地について

○本部は、旧社会保険業務センター高井戸庁舎に設置（一部をテナントビルに設置）

○ブロック本部については、 ①移転して設置 ：北海道、愛知、広島、福岡
②旧社会保険事務局庁舎に設置：宮城、埼玉、東京、大阪、香川

○年金事務所については、旧社会保険事務所庁舎をそのまま使用

ブロック本部の名称 所 在 地 担 当 地 域

北海道ブロック本部 北海道札幌市白石区 北海道

東北ブロック本部 宮城県仙台市青葉区 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県

北関東・信越ブロック本部 埼玉県さいたま市浦和区 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、新潟県、長野県

南関東ブロック本部 東京都新宿区 千葉県、東京都、神奈川県、山梨県

中部ブロック本部 愛知県名古屋市中区 富山県、石川県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

近畿ブロック本部 大阪府大阪市中央区 福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

中国ブロック本部 広島県広島市中区 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

四国ブロック本部 香川県高松市 徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州ブロック本部 福岡県福岡市博多区 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

【本部】

東京都杉並区高井戸西３－５－２４

【ブロック本部：９か所】

【年金事務所：３１２か所】

旧社会保険事務所庁舎をそのまま使用（所在地に変更なし）


